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要旨：梁曲げ降伏後に接合部破壊する内柱・梁接合部において，接合部変形の詳細な測定

を行った。接合部の対角ひび割れで区切られるブロックの回転変形は正負繰り返し加力の

影響を強く受けており，この回転変形を含めた接合部変形は層間変形角に対してかなりの

割合を占めていた。接合部パネルのコーナー部分を斜めに補強する溶接閉鎖型の鉛直斜補

強筋は，せん断変形，回転変形を共に抑制する効果があり，日本建築学会の靱性保証型指

針における塑性率の予測式を拡張して補強筋による靱性の向上を評価する事が出来た。 
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1. 目的 

内柱・梁接合部の破壊形式には接合部破壊先

行型の他に梁曲げ降伏後の正負繰り返し履歴

を受ける事によって接合部破壊が進行する場

合がある。この時の破壊機構は，単なるせん断

破壊とは異なり，接合部パネルの対角線ひび割

れによって分割された 4つの三角形部分が相互

に剛体回転するものであると報告されている 1)。

また，内柱・梁接合部において，この剛体回転

を抑制する為に，接合部パネルのコーナー位置

を溶接閉鎖型の補強筋によって鉛直に斜めに

補強する補強方法によって，梁曲げ降伏後の接

合部破壊を抑制して架構の変形性能を向上さ

せる事が出来ると報告されている 1)。 

本報では，十字形内柱・梁接合部試験体の繰

り返し水平加力実験において接合部のせん断

変形と回転変形を詳細に測定することによっ

て正負繰り返しを受ける時の接合部破壊の進

行の経過を明らかにして，鉛直斜補強筋の補強

効果を検討し，文献 2）における架構の塑性率

予測式を利用して補強筋による靱性の向上を

評価する事を目的とする。 

 

2. 水平加力実験 

柱・梁接合部を柱の帯筋で補強した一般的な

配筋の基準試験体 AIJ02と，その帯筋に加えて 

パネルコーナー位置を補強する閉鎖型の菱形

鉛直斜補強筋を配した JCR02の 2体の十字形試

験体を作成し，正負交番の漸増繰り返し加力実

験を行った。図－1 に試験体の配筋を示す。表

－1 に試験体の諸元として配筋と材料試験の結

果得られた鉄筋の降伏点σy とコンクリートの

圧縮強度σB を示し，材料実強度から計算され

た接合部のせん断余裕度αも併せて示した。こ

のαは文献2)の実験式で求めたせん断強度Ｖju

を梁の曲げ降伏時の接合部水平せん断力Ｖu で

除したものである。両試験体とも梁曲げ降伏先

行型として設計され，1.1 程度の余裕度を有し

ている。 

加力実験装置を図－2に示す。梁両端をロー

ラー支持，柱下部をピン支持として，柱には

3.9MPaの一定軸力軸力を与えておき，柱上部 
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表－1 試験体諸元 
試験体 ＡＩＪ０２ ＪＣＩ０２

鉛直斜補強筋なし
鉛直斜補強筋D10,4組
SD295A[412]

σＢ ２２．０　Ｎ／mm２ ２３．４　Ｎ／mm２

α 1.09 1.10

梁
引張鉄筋5-D16（0.98）、SD345[403]
あばら筋2-D10＠100（0.48）、SD295A[412]

柱
全軸筋8-D19（1.87）、SD345[384]
帯筋4-D10＠100（0.82）、SD295A[412]

接合部

水平横補強筋

4-D10，2段(0.52)、SD295A[412]

（　　）内は補強筋比　％、[　　]内は実降伏点　Ｎ／mm２
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に水平に取り付けたジャッキで正負交番荷重

を与えた。水平力 Qは柱梁相対部材角 Rの変形

振幅を 0.005，0.01，0.02，0.04と増大させる様

に，それぞれ 2，3，3，2C（Cはサイクル）ず

つ与え，最後の 11C 目の正荷重において 0.06

以上の変形角を与えるように加えた。 

 接合部は文献 1），3)の実験結果より，図－3

に示すせん断変形と回転変形を生じているこ

とが分かっている。本実験ではこの変形を再度

詳細に分析するために，図－4 に示すような治

具と変位計を試験体表面に取り付けた。 

 実験を制御した R は接合部パネルの上下の

辺の中点を支点として静定で取り付けたゲー

ジホルダーIを基準点として測定した（式(1)）。 

接合部せん断変形γＳは接合部パネルの左右

の辺の中点に静定で取り付けたゲージホルダ

ーII とゲージホルダーI との相対変形角と定義

した（式(2)）。 

 図－3 に示すγ０点は同図（a）において柱梁

相対部材角 R0のせん断変形成分を 0 にする点

である。R0は図－4（a）の表面の D7～D10 よ

り求められる（式(3)）。一方試験体の表裏の変

形は同一であるとすると，図－4（b）に示す裏

面の D11～D14の測定値から求められる柱梁の

材端たわみと図－3（b）の回転変形とによって，

R0は生じていると考えることができる。従って

接合部の回転変形角γＲは表面で測定された R0

から裏面の部材端たわみによる回転角を差し

引いたものとなる（式(4)）。 

 

R = (-D3+D4)/L+(D1-D2)/H          (1) 

γＳ= (-D5+D6)/l                   (2) 

R0 = (-D7+D8)/(2u)+(-D9+D10)/(2v)   (3) 

γＲ=R0-(D11+D12)/(2u)-(D13+D14)/(2v) (4) 

 

 但しDiは i=1～14の変位計の読み(mm)，

L=3750mm ， H=1860mm ， l=1000mm ，

u=350mm，v=400mm，γＲ=γＲａ=γＲｂであ

り，D11～D14 の基準点が接合部内部に

25mmずれている領域の変形は無視する。 
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図－2 加力装置 
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図－3 接合部変形概念 
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3． 実験結果 

3.1 Q-R 関係 

図－5 に Q－R 関係を示す。両試験体とも，

予定通り梁の曲げ降伏が先行した。梁曲げ降伏

以前に顕著な剛性低下や繰り返し荷重による

耐力低減が生じる事はなく，最大荷重は計算耐

力値にほぼ等しかった。 

AIJ02は，梁が曲げ降伏した後に R=0.02で最

大荷重を記録し，以降の繰り返し荷重を受けて

同一変形振幅における荷重は低下した。R=0.04

における荷重は最大荷重の約 90%程度に留ま

り，最終的には耐力の 53%まで低下した。鉛直

斜補強筋を配した JCR02 は，R=0.02 で最大荷

重を記録したが，R=0.04における荷重は最大荷

重に近い値まで上昇し，最大変形時においても

耐力の 75%を維持した。 

3.2 接合部のτjh－γ関係 

図－6 に式(5)によるせん断応力度

τjhと接合部せん断変形γＳ，接合部回

転変形γＲ，及びγＳとγＲの和をとっ

たγＰとの関係を示す。 

)/(1)(2 CP
B

ju jtQ
Lj

uLH ⋅





−−=τ  (5)  

tP は梁幅と柱幅の平均値，jB，jC はそれぞ
れ梁と柱の応力中心距離で有効せいの 7/8 

 

斜補強筋を配した JCR02 はγＳとγＲと

もに AIJ02に比べて少ない変形量に留まっ

ており，特にその差はγＲにおいて著しい。 

AIJ02のγＲは 6C正（図中の丸数字）ま

での少ない変形量で徐々に漸増している

が 6C 負で急激に進行し，9C 正ではγＳと

同程度，10C 正ではγＳの 2 倍程度まで進

行した。 

JCR02 では梁曲げ降伏後も 9C 正までは

徐々にγＲが漸増する傾向が継続し，9C負

で変形が大きく進行し，11C 正ではγＳと

同程度まで進行した。 

 

3.3 変形成分比の推移 

柱梁相対部材角 Rを柱，梁，接合部の回転変

形とせん断断変形の変形成分に分離して，全体

変形に対する各部の変形の割合を求めた。繰り

返し漸増加力によって進行するRの絶対値に対

する各変形成分比の正，負荷重時における推移

を図－7 に示す。両試験体とも柱の変形成分は

小さく初期のサイクルでは梁の変形成分が大

きな割合を占めている。AIJ02 において，梁が

曲げ降伏した 6C 以降の繰り返しで接合部の変

形成分が大きく増加しているのに対して，

JCR02は接合部成分の増加傾向は少ない。 

AIJ02 において，せん断変形は繰り返し荷重

によるパネルコンクリートの劣化に伴って増

加し，R=0.04で 30%まで達した。回転変形の変 

図－5 Q－R 関係 

図－6 接合部の変形成分 
(a)AIJ02 (b)JCR02 
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形成分比は，6C 負荷重時に急激に

増加し，その後の正負繰り返し荷重

でも漸増している。接合部のせん断

変形と回転変形を合わせた成分比

は，R=0.04 で 80%まで達しており，

回転変形を含めた接合部の変形成

分は層間変形角に対してかなりの

割合を占める事が判った。 

JCR02ではせん断変形成分の増加

は小さく，R=0.04で 20%程度であり，

回転変形も小さな割合に留まって

いる。梁が曲げ降伏した 6C 負荷重

では回転変形成分がやや減少して

おり，9C負荷重及び同一振幅での正

負繰り返し荷重でやや増加してい

る。 

JCR02のせん断変形と回転変形を合わせた成

分比は，R=0.04 で 50%まで増加したが，AIJ02

の補強に追加して斜補強筋を配した事によっ

て接合部破壊を少なくすることができたと判

断できる。両試験体とも回転変形成分比は層間

変形角が 0.01 から 0.02 に進行する正荷重では

減少し，そのサイクルの正荷重除荷後の負荷重

時及び同一振幅での繰り返し時には増加する

傾向にある。これより，梁曲げ降伏が先行する

架構では正負繰り返し履歴を受ける事が柱・梁

接合部の破壊性状に大きな影響を与えている

と考えられる。 

3.4 接合部補強筋の歪度 

 柱せん断力 Q と接合部帯筋及び斜補強筋の

歪度εの関係を図－8に示す。同図(a)より接合

部帯筋の歪度は梁曲げ降伏以降，接合部せん断

変形の進行に伴って歪度が増大し，荷重除荷時

には残留ひずみが生じている。AIJ02が 6Cで降

伏ひずみ度εy に到ったのに対して，JCR02 で

は 11Cまで弾性範囲で漸増している。残留ひず

みは鉄筋の弾性範囲でも生じており，接合部せ

ん断変形の進行に概ね対応して増大している

事から，残留ひずみは入力せん断力よりも接合

部破壊及びひび割れ幅の残留に伴うパネル 図－8 接合部補強の Q－ε関係 

(b)JCR02 斜補強筋 

(a)接合部帯筋 
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コンクリートの膨張に起因していると考えら

れる。 

 同図(b)より斜補強筋の歪度はパネルコーナ

ーに開きが生じる位置で最も大きくなってお

り，11C で降伏ひずみ度に到った。降伏以前は

梁曲げ降伏以降のサイクルで若干残留ひずみ

が生じている。 

 菱形斜補強筋を文献 1）のリング形斜補強筋

と比較すると，歪度から求めた初期の弾性範囲

における鉄筋応力度は同程度であったが，接合

部破壊が進行する時の残留ひずみの増大は菱

形筋の方が少なかった。これは，リング形では

パネルコンクリートの膨張拘束効果が得られ

たが，菱形形状ではリング形よりも膨張拘束効

果が少なかった為と考えられる。 

 

4. 斜補強筋の靱性評価 

鉛直斜補強による靱性の向上を評価する為

に，文献 2）における塑性率μの予測式(5)を用

いた塑性率の計算値μcalと実験の Q－R 関係か

ら求めたμexpを比較した。表－2 に既報を含む

試験体を検討するためその内容を示す。αは表

－1 に示したものと同様の方法で算出したもの

である。 

 

μcal=f(α)・f(pjw)          (5) 

f(α)=(5.36α-2.82) 

f(pjw)=(0.473 pjw(%)+0.873) 

 

式(5)は直交梁が無く，梁主筋に普通強度鉄

筋を用い，接合部横補強筋比 pjwが 0.2～0.4%の

範囲にある十字形試験体の実験資料から回帰

された式である。回帰に用いられた実験値μexp

は耐力が 95%まで低下した時の層間変形角 R95

を梁主筋の降伏時層間変形角 R2 で除して求め

てある。本報では，R2点は Q－R関係の正荷重

包絡線を最大荷重までの消費エネルギーが等

価になるようにトリリニアにモデル化した時

の第 2折れ点とし，R95点は Rが進行する包絡

線の荷重が最大荷重の 95%まで低下した時の

点としてμexpを求めた。 

基準試験体を含めた特殊補強を施していな

い標準配筋の試験体 6体は，全てμexpがμcalを

下回った。表－2 より，基準試験体 4 体は接合

部区間の梁主筋の付着余裕度 bτu/bτj
2)が不足

している。基準試験体に比べて付着余裕度が大

きい No.14と No.15のμexp/μcalが 1.0に近い事

から，これを付着の影響と判断し，本報の実験

結果を評価する為に，式(5)のμcal に bτu/bτj

の影響を乗じて式(6)の様に拡張する。付着の

影響にはべき乗の効果を仮定し，検討試験体の

範囲でβ=0.8と回帰された。 

 

μ*
cal=(bτu/bτj)β・μcal      (6) 

   β=0.8 

 

図－9に示すように，式(6)による標準配筋試

験体のμ*
calはμexpに近づいた。 

続いて斜補強筋による靱性の向上を評価す

る為に，斜補強筋の効果は帯筋と同様，パネル

コンクリートの拘束効果であるとして，f(pjw)

を式(7)のように変形した。pdは斜補強筋比で，

溶接閉鎖型斜補強筋の周長に鉄筋の断面積を

乗じた鉄筋の体積を文献 2）の接合部有効断面

積に梁主筋重心間距離を乗じた接合部パネル

の体積で除した体積比（％）と定義した。 

 

f(pjw,pd)=0.473 pjw(%)+kd・pd(%)+0.873 (7) 

 

図－10 に斜補強筋を施した試験体について，

式(6)のμ *
cal と， f(pjw)の代わりに式(7)の

f(pjw,pd)を用いた時のμ*
cal のμexp との比較を示

す。式(7)の係数 kdは 0.10とすると D13以下の

斜補強筋の場合にμexp がμ
*
cal に近づく。D16

のリング筋を配したNo.12は依然μexpの方が大

きい。これは No.10の D13リング筋が早期に降

伏したのに対して，No.12 では降伏せずにパネ

ルコンクリートの膨張を拘束した為に，変形性

能を維持出来たと考えられる。No.5～8 の菱形

筋は耐力低下が進んでから降伏に到ったが，こ
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れは菱形筋では大きな膨張拘束効果が得られ

なかった為である。また斜補強筋量が不足して

いる No.8，および配筋が開放型で膨張拘束が小

さい No.9 では補強効果が得られていない。よ

って，式(7)に含まれる斜補強筋の量的評価は

配筋が閉鎖型で 1.29% (No.5)以上の pdを有して

いる事を必要条件とし，斜補強筋がその形状や

早期の降伏によって大きな膨張拘束効果を得

られない場合(No.8,9)を除いて成立し，その下限

を表している。リング形斜補強筋が大きな膨張

拘束効果を発揮した場合や，リング形斜補強筋

を直交２方向に配した場合にはさらに補強効

果を期待出来る(No.10~13)。 

 

5. まとめ 

AIJ02 において接合部変形の占める割合は層

間変形角の 80%まで増加しており，斜補強筋を

配した JCR02ではせん断変形，回転変形を共に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抑制する事が出来た。接合部回転変形は正負繰

り返し荷重の影響を強く受けていた。文献 2）

の塑性率の予測式に鉛直斜補強筋による効果

を考慮する式を加えて靱性の向上を評価する

事が出来た。 
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図－9 μcalとμexpの比較 図－10 μ*calとμexpの比較 

表－2 検討試験体 

（鉛直リング筋比／直交リング筋比） 

0 

2 

4 

6 

8 

0 2 4 6 8 

μ
e
xp

 

AIJ（pjw=0.52%） No.1，No.2 

Fc=36 No.15 

文献 2) の試験体 
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    菱形筋 No.6,7,8 

   菱形開放 No.9 

式６→式７ 
リング筋 No.12，        No.10 

2方向リング筋No.13，No.11

菱形筋 No.5 

α ｐｊｗ bτｕ/bτｊ ｐｄ μ*
cal μexp μexp／μ*

cal

No.1 AIJ02 基準試験体 1.09 0.52 0.71 0.00 2.49 2.52 1.01
No.2 AIJ21) 基準試験体 1.10 0.52 0.72 0.00 2.56 2.85 1.11
No.3 AIJ986) 基準試験体 1.10 1.38 0.82 0.00 3.71 3.62 0.98
No.4 AIJ964) 基準試験体 1.12 1.38 0.82 0.00 3.83 3.32 0.87

No.5 JCR02 4-D10菱形筋＋帯筋 1.10 0.52 0.73 1.29 2.97 3.50 1.18
No.6 JCR6) 4-D10菱形筋＋帯筋 1.10 1.38 0.81 1.29 4.07 4.05 0.99
No.7 JCR27) 4-D13菱形筋＋帯筋 1.04 1.38 0.82 2.30 4.03 4.02 1.00
No.8 JCR17) 2-D10菱形筋＋帯筋 1.13 1.38 0.82 0.65 4.10 3.98 0.97
No.9 JCR37) 4-D10菱形筋（開放型）＋帯筋 1.06 1.38 0.82 1.29 3.87 3.12 0.81

No.10 JCRR11) 4-D13リング筋＋帯筋 1.42 0.52 0.81 1.78 5.39 5.43 1.01
No.11 JCRR21) 4-D13　２方向リング 1.29 0.00 0.75 (1.78/1.34) 3.74 4.01 1.07
No.12 JCRR31) 4-D16リング筋＋帯筋 1.06 0.52 0.70 2.79 3.04 5.06 1.66
No.13 JCRR41) 4-D16　２方向リング 0.98 0.00 0.64 (2.79/2.10) 2.09 3.87 1.85

No.14 HBS5) 梁主筋付着改善 1.16 1.38 0.98 0.00 4.88 4.68 0.96
No.15 CSP5) コンクリート強度大(Fc=36） 1.40 1.38 0.93 0.00 6.37 6.86 1.08

検討試験体の番号・記号・内容
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